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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（千円） 5,578,186 5,948,776 6,364,154 6,357,801 4,220,929 

経常利益（千円） 314,810 359,773 450,746 331,241 66,003 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
174,143 197,013 246,898 177,453 △277,514 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 144,000 174,000 435,755 1,182,604 1,182,604 

発行済株式総数（株） 2,060 6,780 17,750 39,200 156,800 

純資産額（千円） 446,504 654,949 1,501,368 3,003,085 2,384,764 

総資産額（千円） 2,808,109 3,547,147 3,696,393 4,573,420 5,702,836 

１株当たり純資産額（円） 208,011.92 93,650.32 82,781.32 75,793.00 15,505.62 

１株当たり配当額（円） 

（うち１株当たり中間配当

額） 

16,900.00 

(－) 

5,800.00 

(－) 

5,000.00 

(－) 

1,900.00 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）（円） 

90,792.85 26,905.81 18,156.33 3,987.98 △1,787.20 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 15.9 18.5 40.6 65.7 41.8 

自己資本利益率（％） 55.9 35.8 22.9 7.9 △10.3 

株価収益率（倍） － － 19.2 38.6 － 

配当性向（％） 18.6 21.6 27.5 47.6 － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△230,576 64,273 660,499 △202,682 △217,516 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
83,409 △61,179 △123,231 △1,149,899 △111,406 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△98,485 33,706 398,590 1,207,622 △320,517 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
378,950 415,751 1,351,609 1,206,649 557,209 

従業員数（人） 80 93 110 114 139 



 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第16期の１株当たり配当額には、JASDAQ上場記念配当2,000円を含んでおります。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第14期及び第15期については、新株引受権付社債を発行して

おりますが、当社株式は非上場、非登録であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりませ

ん。第16期については、当社株式が上場した平成16年12月21日以前において新株引受権の残高はありました

が、当社株式は非上場、非登録であったため、相当する期中平均株価が把握できませんので記載しておりま

せん。第17期については、潜在株式が存在いたしませんので記載しておりません。また、第18期について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

５．第14期及び第15期の株価収益率については、当社株式は非上場、非登録であるため記載しておりません。ま

た、第18期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

６．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

７．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

８．当社は、平成16年３月10日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

９．当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

10．当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。 



２【沿革】 

 （注） 平成12年５月にNetwork Telesystems,Inc.社はEfficient Networks,Inc.社に吸収合併され、平成15年10月に

Efficient Networks,Inc.社はSiemens Subscriber Networks,Inc.社に吸収合併されました。 

年月 事項 

平成元年７月 東京都千代田区神田において株式会社テリロジーを設立し、エンタープライズネットワーク事業

を開始 

平成３年４月 東芝エンジニアリング株式会社（現 株式会社ＩＴサービス）と保守委託契約を締結し、保守サ

ービス事業を開始 

平成６年４月 本社を千代田区九段北一丁目３番５号に移転 

平成８年５月 東京NTTデータ通信システムズ株式会社（現 株式会社NTTデータシステムズ）と業務委託契約を締

結し、ソリューションビジネス事業を開始 

平成11年11月 米国Redback Networks,Inc.社と代理店契約を締結し、同社のブロードバンドアクセスサーバや米

国Network Telesystems,Inc.社（注）のEnternetソフトウエア製品の発売等を始めとするブロード

バンドネットワーク事業を開始 

平成16年４月 大阪府に西日本営業所を開設 

平成16年５月 本社を千代田区九段北一丁目13番５号に移転 

平成16年10月 米国TippingPoint社と日本国内総販売代理店契約を締結 

平成16年12月 ジャスダック証券取引所に株式を上場 

 平成17年４月  米国Anagran社と日本国内総販売代理店契約を締結 

 平成17年８月  米国Anagran社第三者優先株式を購入し、同社に戦略投資を行う。 

 平成17年11月  株式会社ネットマークスと資本提携を伴う業務提携の基本合意書を締結 

 平成18年２月  米国Glimmerglass Networks社と日本国内マスターディストリビュータ契約を締結 

平成18年２月 米国Glimmerglass Networks社第三者優先株式を購入し、同社に戦略投資を行う。 

 平成18年２月  英国Crannog Software社と日本国内総販売代理店契約を締結 

平成18年12月 米国NetScout社と日本国内マスターリセラー契約を締結 

平成18年12月 米国CosmoCom社と日本国内マスターリセラー契約を締結 

平成19年２月 ベルギー国VASCO DATA SECURITY社とディストリビュータを締結 

平成19年３月 西日本営業所を大阪市中央区安土町三丁目５番12号へ移転 



３【事業の内容】 

 当社は、エンタープライズネットワーク事業、ブロードバンドネットワーク事業、ソリューションビジネス事業及

び保守サービス事業の４事業に区分し、ネットワークのコンサルティングから設計・構築・運用管理に至るトータ

ル・ソリューションを提供しております。 

事業名 事業の内容 

エンタープライズネットワーク事業 ルータ、スイッチ、IPサーバ、セキュリティ機器等のネットワーク製品販売

及びこれらをベースにした企業内ネットワーク構築を行う事業 

ブロードバンドネットワーク事業 ADSL、FTTH等のブロードバンド通信事業者に対して、ブロードバンドアクセ

スサーバ・PPPoEソフト・無線LAN等を販売する事業 

ソリューションビジネス事業 SLA/SLM関連のソフトウェア販売及びシステム開発、ネットワークのパフォー

マンスやレスポンスの解析、診断サービス、品質向上やコスト削減等のコン

サルティングサービスなどを提供する事業 

次世代ネットワーク事業 NTTをはじめ主要国内通信キャリア構想の次世代ネットワーク基盤に関する製

品およびソリューションを販売・サポートする事業。具体的には、フロール

ータ、スイッチ、ユーザ認証サーバ、ネットワーク管理・監視システム等々 

保守サービス事業 当社が構築したネットワークに対するメンテナンスサービスや製品のオンサ

イト保守を行う事業 



［事業系統図］ 

 事業内容を詳記しますと以下の通りとなります。 

（エンタープライズネットワーク事業） 

 当事業の主なユーザである一般企業は、厳しい国際競争化での生き残りや事業拡大に向けて、社内及びグループ企

業間情報システムへの情報化投資により、業務の効率化、情報化などを進めております。しかし、各企業は、新しい

情報システムへの投資に加えて、既存情報システムのトータルコスト削減やセキュリティ強化への投資も必要として

いるために、情報化投資を非常に厳しく選別しております。 

 当事業では、このようなユーザ・ニーズに最も適したネットワーク製品（ルータ、スイッチ、IPサーバ、セキュリ

ティ機器等）を販売するとともに、企業内情報通信ネットワークやセキュリティ、認証（ネットワーク上のサービス

利用者を識別すること）インフラの設計・構築から運用管理までを一貫して提供しております。 

（ブロードバンドネットワーク事業） 

 我が国では、インターネット利用人口（携帯情報端末、携帯電話、PHS、ゲーム機、CATV及びパソコンによる利用

者総数）が急増するとともに、利用レベルも世界最高の水準に達しつつあります。また、インターネット白書2006に

よれば、2006年末時点では7661万人になる見通しで、インターネット利用者の３人に２人以上がブロードバンドサー

ビス（インターネットに高速な通信回線で接続して大容量のデータを活用する）の利用者となっております。 

 このような状況の中で、当事業では、通信事業者向けに主力製品であるPPPoEソフト製品（インターネットに高

速、かつ常時接続するためのPCソフト）を始め、認証サーバなどの先端的なブロードバンド関連製品を提供しており

ます。 

（ソリューションビジネス事業） 

 ネットワーク高度化、複雑化に伴い、一般企業も通信事業者も自社だけでネットワーク全体を運用管理することが

難しくなってきました。 

 このような状況の中で、当事業では、一般企業、通信事業者向けに、ネットワーク運用管理を支援するSLA/SLM関

連のソフトウェアや企業内ネットワークへのアクセスログ（アクセスの履歴記録情報）をリアルタイムに収集、相関

分析し、セキュリティ攻撃の内容を特定できる機能を搭載したソフトウェア製品などの販売やシステム開発を行って

おります。 

 また、ネットワークのパフォーマンスやレスポンスの解析、診断サービス、ネットワークサービスの品質向上やコ

スト削減等のコンサルティングサービスなどを提供しております。 



（次世代ネットワーク事業） 

 Webポータルや電子メールといったインターネット型ネットワークに加えて、IP電話や動画配信、IPTVといったア

プリケーションが台頭し、通信事業者や企業では、こうしたデマンドに対応すべく次世代ネットワーク構築を計画し

つつあります。特に通信事業者では、次世代ネットワーク構築の設備投資が増大傾向にあります。当事業では通信事

業者向けにネットワークのQoSを高める次世代フロールータやネットワーク上のトラフィックの流れをリアルタイム

に収集、分析するアプライアンス製品などを提供しております。 

（保守サービス事業） 

 当事業は、当社が販売したネットワーク関連機器、及び構築したネットワークの保守、メンテナンスを行うもので

す。品質の良い保守サービスを提供することにより、継続的な取引や拡販につなげております。さらに、単に製品や

サービスの保守作業に留まらず、より高度なトータル・サポート・サービス事業への展開を進めております。 

ルータ（router） 

 ある場所からある場所にインターネットを介してデータを送受信するときに、その電送経路を制御する装置をいいま

す。 

FTTH（Fiber To The Home） 

 文字通り、光ファイバーケーブルを光通信サービス事業者の中継局からユーザーの家庭の軒先まで配線することを意味

します。一軒一軒、最寄の中継局から光ファイバーケーブルを配線するのでスピードが速く、高速なブロードバンド（IP

電話、インターネット、テレビ、映画等々）通信が利用できます。 

SLA（Service Level Agreement） 

 元々は米国でのアナログ電話回線サービスの品質保証から生まれた用語で、これが広義的に普及し、今では、インター

ネット通信サービス事業者が利用者に対して回線通信速度、通信不能時間といった特別なサービス品質を保証するサービ

ス契約をいいます。もし、締結ユーザに対してインターネット通信サービス事業者が保証できなかった場合、サービス事

業者は契約ユーザにペナルティを支払わなければなりません。 

SLM（Service Level Management） 

 これは前述のSLAがきちんと守られているかどうかを実際の数値として監視するしくみをいいます。 

IP（Internrt Protocol） 

 米国防総省のネットワークプロジェクトで開発された通信手順で、ネットワークに参加している機器の住所付け（アド

レッシング）や、相互に接続された複数のネットワーク内での通信経路の選定（ルーティング）をするための方法を定義

しています。 

PPPoE（Point to Point Plotocol over Ethernet） 

 PPPは電話回線とモデムを使って２点間でコンピュータ接続するダイアルアップサービスで使用する通信手順です。

PPPoEはADSL、ケーブルテレビ、光ファイバーサービスなどの常時接続において使用される通信手順です。 

オンサイト保守 

 製品が故障した際に、技術者が利用者宅へ修理しに来るサポート方式のことです。法人によるコンピュータ導入の際に

サポートサービスとして合わせて契約されるほか、メーカー製パソコンの一部には標準サービスとして１年間程度の無償

オンサイト・サポートが付属することも増えています。 

IPTV（Internet Protocol TeleVision） 

 IPTVとは、IP（Internet Protocol）を利用してデジタルテレビ放送を配信するサービスのこと、またはその放送技術

の総称をいいます。QoSを活用することにより、音声や動画の生中継や、テレビ会議など、リアルタイム性が要求される

通信において、優先的に帯域を割り当てるなどの制御を行い、通信の停滞を防止します。 

用語解説 



QoS（Quality of Service） 

 QoSとは、主にネットワークにおける「サービスの品質」を意味し、通信の品質を制御する技術を指す。具体的には、

ネットワーク上で通信のための帯域をあらかじめ予約し、特定の通信の通信速度・品質を保証する技術のことをいいま

す。 

フロールータ 

 前述のルータと伝送方式が異なる方式のため、ネットワーク上を流れるトラフィク効率を飛躍的に高めることを可能と

したルータのことをいいます。ルータ自身でQoS制御を行なうことが可能なため、ネットワークを流れる通信の品質保証

を可能とします。 

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．前事業年度末に比べ従業員が25名増加していますが、これは例年どおりの新卒採用並びに、新規事業への対

応のための人員確保によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

139 34.7 4.8 5,329 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期における国内景気は、戦後最長（57ヶ月）の「いざなぎ景気」超え後も息の長い景気拡大が継続する期待を

持たせています。 

 こうした高成長の中で、①日銀の利上げ決定、②労働分配率が依然として横ばい傾向、を前提とすると、依然と

して消費回復には至っていません。しかし、大企業においては、自社株買いによるＲＯＥ向上や配当性向を経営目

標に明確に盛り込むなど株主重視の潮流が高まっているほか、グローバルな競争力向上には生産性を高めることが

不可欠であり、利益から設備投資・技術開発へと資金を優先的に配分しています。 

  このような経済環境の中、当社が係るネットワーク製品販売業界にとって、製品の急激なコモディティ化による

製品価格の下落、競争の激化が起こり、極めて厳しい事業年度となりました。当社事業部門毎の概要を以下に報告

させて頂きます。 

 エンタープライズネットワーク部門では、企業のグローバル化に伴い、ますます企業外との通信が活発となり、

各企業におけるネットワーク・セキュリティ投資が促進されました。米国Infoblox社のDHCP／DNS、NTTデータ社の

NOSiDE、米国TippingPoint社のIPSなどの各セキュリティ製品の売上増はありましたが、平成18年３月30日公表

「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第17号）の

趣旨に鑑み、当事業年度より商社的取引に関する売上高を純額表示したことから、当事業年度の売上高は1,509百

万円（前期比54.4％減）となりました。 

 ブロードバンドネットワーク部門では、ADSL及びFTTHなどのブロードバンドサービスおよび無線LANアクセス普

及の一巡化にともない当部門の主力製品である米国Siemens Subscriber Networks社Tangoソフトおよび米国

Juniper Networks社RADIUSの販売減少があり、当部門の売上高は1,067百万円（同43.2％減）となりました。 

 ソリューションビジネス部門では、当部門の主要顧客での新システム構築、NTTデータとのアライアンスビジネ

スの売上増があり、当部門の売上高は673百万円（同27.0％増）となりました。 

 次世代ネットワーク部門では、米国Anagran社フロールータ、米国CosmoCom社次世代コンタクトセンターソリュ

ーション各製品の販売が開始され、当部門の売上高は193百万円となりました。 

 保守サービス部門では、前記各部門での販売増加に伴う保守契約の増加により、売上高776百万円（同21.3％

増）を計上いたしました。 

 以上の結果、当期売上高は4,220百万円（同33.6％減）となりました。利益面におきましては、営業利益は79百

万円（同79.3％減）、経常利益は66百万円（同80.1％減）の計上にとどまりました。最終的に投資有価証券評価損

502百万円を計上したことにより277百万円の当期純損失となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の増加額1,819百万円、投資有 

価券評価損502百万円の増加要因があったものの、税引前当期純損失436百万円、売上債権の増加1,660百万円、た

な卸資産増加265百万円、法人税等の支払額144百万円、定期預金の預入れによる支出286百万円、自己株式の取得

による支出280百万円等の減少要因があったため、前事業年度末に比べ649百万円減少し、557百万円となっており

ます。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は217百万円（前事業年度202百万円の支出）となりました。これは主に仕入債務の

増加額1,819百万円、投資有価証券評価損502百万円等の増加要因があったものの、税引前当期純損失436百万円、

売上債権の増加額1,660百万円、たな卸資産の増加額265百万円、法人税の支払額144百万円、役員賞与の支払額32

百万円等があったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は111百万円（前事業年度は1,149百万円の支出）となりました。これは主に、定期

預金の払戻による収入208百万円があったものの、定期預金の預入れによる支出286百万円、投資有価証券の取得に

よる支出17百万円等があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は320百万円（前事業年度は1,207百万円の収入）となりました。これは短期借入金

の増加額100百万円があったものの、自己株式の取得による支出280百万円、配当金の支払額73百万円、長期借入金

の返済による支出66百万円があったためであります。 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当事業年度の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当事業年度の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当事業年度 

(自 平成18年４月１日 
   至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％）

エンタープライズネットワーク事業（千円） 1,082,263 35.8 

ブロードバンドネットワーク事業（千円） 700,316 73.9 

ソリューションビジネス事業（千円） 583,732 183.5 

次世代ネットワーク事業 120,715 － 

合計（千円） 2,487,026 58.0 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

エンタープライズネットワーク事業  1,442,390 43.3 19,236 22.2 

ブロードバンドネットワーク事業 1,127,257 60.0 92,647 277.5 

ソリューションビジネス事業 704,186 122.8 104,249 142.7 

次世代ネットワーク事業 193,706 － － － 

合計 3,467,540 60.0 216,132 111.9 



(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２事業年度の主要な販売先別販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。 

なお、当事業年度における㈱ベストソリューションズに対する販売実績は39,587千円（0.9％）であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社は、①金融商品取引法（日本版SOX法）に則した内部統制を構築し、コンプライアンス重視の経営改革、②外

資会社での経験かつMBA取得者および米国人コンサルタントの経営陣への登用による経営強化、③業務体制および業

務フローの大幅な見直しによる徹底した無駄の排除、④業績貢献重視とした社員個人目標管理および人事考課の導

入、⑤営業社員全員の生産性向上を目指すインテリジェントな営業手法の確立などに着手し、確実に目標を実現する

知的経営を行なってまいります。 

 19期売上計画を50億円、経常利益計画を３億円とし、売上高経常利益率計画を６%とし,３年後の21期に売上100億

円、経常利益10億円、売上高経常利益率10％を目指します。この19期経営計画を達成する為に、事業部門におきまし

ては、①当期より製品出荷された次世代ＮＷ向けAnagran社フロールータ、CosmoCom社次世代コンタクトセンターソ

リューションの販売強化、②国内販売権を取得したNetscout社アプリケーション・パフォーマンス・モニター、

nSolution社ネットワーク構成管理モニター各製品の早期立ち上げ、③みずほ銀行により採用されたVasco社ワンタイ

ムパスワード製品の販売強化、④利益率の高い企業向けセキュリティ製品であるInfoblox社DHCP/DNS、TippingPoint

社IPS、Juniper Networks社RADIUS各製品の徹底した拡販などに努めてまいります。  

事業部門別 
当事業年度 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日） 

前年同期比 

（％） 

エンタープライズネットワーク事業（千円） 1,509,756 45.6 

ブロードバンドネットワーク事業（千円） 1,067,997 56.8 

ソリューションビジネス事業（千円） 673,016 127.0 

次世代ネットワーク事業（千円） 193,706 － 

保守サービス事業（千円） 776,454 121.3 

合計（千円） 4,220,929 66.4 

相手先 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

NTT東日本㈱ 755,868 11.9 502,017 11.9 

㈱ベストソリューションズ 1,920,497 30.2 － － 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、必ずしもそのようなリスクとは考えていない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考

えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に記載しております。 

 なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努めるもので

ありますが、本株式に関する投資判断は、以下の特別記載事項および本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行わ

れる必要があると考えております。なお、本文における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断

したものであります。 

１．特定の取引先等について 

(1）販売先への依存度 

 当社の事業はネットワーク機器及び通信ソフトウェアの仕入・販売、それに係わるネットワークシステムの

構築、ソリューションの提供及び保守サービスであり、顧客は大手通信事業会社等が主たるものとなっており

ます。過去の事業年度においては、NTTグループが主要販売先であり同グループに対する依存度が高くなって

おります。同グループとは継続的な取引をすべくこのようなニーズに応える商品供給に努めておりますが、長

期契約等は締結しておらず、何らかの事情により取引が解消された場合、当社の業績に大きな影響を及ぼす可

能性があります。 

(2）仕入先について 

①仕入先への依存度 

 当社の販売においては、ブロードバンドサービス市場向けのSiemens Subscriber Networks,Inc.社（独シー

メンス社の子会社。旧社名Efficient Networks,Inc.社）製品への依存度が高くなっており、過去２事業年度

の売上高に占める割合は次の通りであります。 

 当社は同社との間でパートナーとして取引契約を締結しており取引は安定的かつ継続的でありますが、独占

販売権契約や長期購入契約の類は締結しておらず、将来において何らかの事情により取引が継続できなくなっ

た場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（注） 表中（ ）内は当社売上高に占める割合であります。 

②海外仕入先の経営内容 

 当社では米国等海外仕入先よりネットワーク関連商品を仕入れており、その中には売上高のうち重要な割合

を占めるものも含まれております。これら海外仕入先に関しては、取引開始に際し現地調査会社による調査、

当社役職員による訪問等により技術力・信用力等について調査を実施しているものの、海外会社の慣例として

販売先に対しても経営成績・財政状態等が開示されないことから、当社も海外仕入先の企業内容について十分

に把握しているとはいえず、当該海外仕入先の財政状態等に重要な変動が生じた場合、それを認識し得ず、商

品仕入に支障をきたす可能性があります。 

２．技術革新及び商品供給について 

 当社の取扱商品であるルータ、LANスイッチ、サーバ等ネットワーク機器及びこれらに関するソフトウェアは

技術革新スピードが極めて速く、ライフサイクルは通常の製品と比較して短くなっております。これに対応して

当社では海外を含めて最新技術情報等の収集や最新技術を有するメーカー等の発掘に努めておりますが、当業界

の技術革新に追随することが出来なかった場合、ユーザの要求に応え得ない、あるいは市場に適合した商品を供

給できない等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

３．売上高の季節変動について 

 当社の主たるユーザはいわゆる大企業または大企業グループに属する企業が多く、当該企業においては年度予

算管理に基づき設備投資がなされること等により、当社の売上高が第４四半期に偏重する傾向があります。 

  平成18年３月期 平成19年３月期 

同社製品の売上高 1,366,084千円（21.5％） 846,453千円（20.1％） 



４．競合について 

 本格的なブロードバンド時代の到来を受け、ネットワークインフラの関連市場も急激に拡大しており、また、

ネットワークインテグレーション市場においても、大手システムインテグレータを始めとする競合企業が多数存

在し、競合が厳しくなっております。さらに、これら競合先による優れたシステムやサービスの提供等も考えら

れることや、価格・サービス競争がさらに激化することも予想され、今後、当社の事業展開に影響を及ぼす可能

性があります。 

５．技術者の確保について 

 ネットワーク技術の進歩の速さに対応して、顧客に対して最適なネットワーク環境を提供するためには、市場

動向調査とともに最新技術を熟知し応用力のあるネットワーク技術者の確保がますます重要となってきておりま

す。当社では、ネットワークインテグレーション分野に必要な技術をネットワーク技術、セキュリティ技術、サ

ーバ技術、ネットワーク保守・運用技術、ネットワークコンサルタント技術の５つに区分し、社内技術教育プロ

グラムに基づく研修により技術者養成に努めており、また技術素養のある人材及び必要な能力をもった技術者の

確保にも注力し、新卒採用または外部専門機関との連携による中途採用を行なっております。今後、必要な技術

者を確保できない場合、当社の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

６．為替変動の影響について 

 当社は、米国を中心とする海外メーカーの製品を輸入し、または、海外メーカーの日本法人または代理店等を

通して購入しており、仕入総額に対する輸入仕入の割合は平成18年３月期においては28.5％、平成19年３月期に

おいては49.6％となっております。為替予約等を行うことにより、為替相場の変動によるリスクの軽減に努めて

おりますが、予想を超えるような為替の変動により円換算による仕入価格が上昇し、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は、4,729百万円（前事業年度末は3,240百万円）となり1,489百万円増加 

いたしました。 

 売上債権の増加（1,614百万円から3,277百万円へ1,662百万円増加）が主な要因であります。 

（固定資産） 

 当事業年度末における固定資産の残高は、973百万円（前事業年度末は1,332百万円）となり359百万円減少いた

しました。 

 投資有価証券の減少（1,062百万円から639百万円へ422百万円減少）が主な要因であります。 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、3,318百万円（前事業年度末は1,552百万円）となり1,765百万円増加 

いたしました。 

 買掛金の増加（1,001百万円から2,820百万円へ1,819百万円増加）が主な要因であります。 

（純資産） 

 当事業年度末における純資産の残高は、2,384百万円（前事業年度末は3,003百万円）となり618百万円減少いた 

しました。 

 利益剰余金の減少（630百万円から246百万円へ383百万円減少）と自己株式の増加（0から△280百万円へ増加） 

が主な要因であります。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

（キャッシュ・フロー） 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の増加額1,819百万円、投資

有価証券評価損502百万円の増加要因があったものの、税引前当期純損失436百万円、売上債権の増加1,660百万

円、たな卸資産増加265百万円、法人税等の支払額144百万円、定期預金の預入れによる支出286百万円、自己株式

の取得による支出280百万円等の減少要因があったため、前事業年度末に比べ649百万円減少し、557百万円となっ

ております。 

 営業活動の結果使用した資金は217百万円（前事業年度202百万円の支出）となりました。これは主に仕入債務の

増加額1,819百万円、投資有価証券評価損502百万円等の増加要因があったものの、税引前当期純損失436百万円、

売上債権の増加額1,660百万円、たな卸資産の増加額265百万円、法人税の支払額144百万円、役員賞与の支払額32

百万円等があったためであります。 

 投資活動の結果使用した資金は111百万円（前事業年度は1,149百万円の支出）となりました。これは主に、定期

預金の払戻による収入208百万円があったものの、定期預金の預入れによる支出286百万円、投資有価証券の取得に

よる支出17百万円等があったためであります。 

 財務活動の結果使用した資金は320百万円（前事業年度は1,207百万円の収入）となりました。これは短期借入金

の増加額100百万円があったものの、自己株式の取得による支出280百万円、配当金の支払額73百万円、長期借入金

の返済による支出66百万円があったためであります。 



(3）経営成績の分析 

経営成績の推移 

事業部門別の売上高 

（売上高） 

 当事業年度は、エンタープライズネットワーク部門では、企業のグローバル化に伴い、ますます企業外との通信

が活発となり、各企業におけるネットワーク・セキュリティ投資が促進されました。米国Infoblox社のDHCP／

DNS、NTTデータ社のNOSiDE、米国TippingPoint社のIPSなどの各セキュリティ製品の売上増はありましたが、平成

18年３月30日公表「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対

応報告第17号）の趣旨に鑑み、当事業年度より商社的取引に関する売上高を純額表示したことから、当事業年度の

売上高は1,509百万円（前期比54.4％減）となりました。 

 ブロードバンドネットワーク部門では、ADSL及びFTTHなどのブロードバンドサービスおよび無線LANアクセス普

及の一巡化にともない当部門の主力製品である米国Siemens Subscriber Networks,Inc.社Tangoソフトおよび米国

Juniper Networks社RADIUSの販売減少があり、当部門の売上高は1,067百万円（同43.2％減）となりました。 

  ソリューションビジネス部門では、当部門の主要顧客での新システム構築、NTTデータとのアライアンスビジネ

スの売上増があり、当部門の売上高は673百万円（同27.0％増）となりました。 

 次世代ネットワーク部門では、米国Anagran社フロールータ、米国CosmoCom社次世代コンタクトセンターソリュ

ーション各製品の販売が開始され、当部門の売上高は193百万円となりました。 

 保守サービス部門では、前記各部門での販売増加に伴う保守契約の増加により、売上高776百万円（同21.3％

増）を計上いたしました。  

 以上の結果、当事業年度の売上高は、4,220百万円（同33.6％減）となりました。 

（売上原価・売上総利益） 

 平成18年３月30日公表「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第17号）の趣旨に鑑み、当事業年度より商社的取引に関する売上高を純額表示したことから、全体の

原価率が低下し、結果として、売上総利益率は前事業年度21.7％に対し当事業年度は25.5％と上昇しました。 

（販売費及び一般管理費・営業利益） 

 販売費及び一般管理費は前事業年度に比べ労務費、経費ともほぼ前年並みの996百万円となりました。 

 売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した営業利益は、売上高の減少が影響し79百万円、売上高営業利益

率は前事業年度6.0％に対し当事業年度は1.9％となりました。 

事業年度 
売上高 
（千円） 

前期比 
（％） 

営業利益 
（千円） 

売上高比 
（％） 

経常利益 
（千円） 

売上高比
（％） 

税引前 
当期純利益
（千円） 

売上高比 
（％） 

当期 
純利益 
（千円） 

売上高比 
（％） 

平成18年３月期 6,357,801 99.9 383,447 6.0 331,241 5.2 311,830 4.9 177,453 2.8 

平成19年３月期 4,220,929 66.4 79,481 1.9 66,003 1.6 △436,268 △10.3 △277,514 △6.6 

事業部門別 

平成18年３月期 平成19年３月期 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

エンタープライズネットワーク事業 3,308,754 52.0 1,509,756 35.8 

ブロードバンドネットワーク事業 1,879,056 29.6 1,067,997 25.3 

ソリューションビジネス事業 530,035 8.3 673,016 15.9 

次世代ネットワーク事業 － － 193,706 4.6 

保守サービス事業 639,956 10.1 776,454 18.4 

合    計 6,357,801 100.0 4,220,929 100.0 



（営業外損益・経常利益） 

 営業外損益について、当事業年度は前事業年度に対し、営業外費用が32百万円減少しました。為替差損の減少35

百万円が主な要因であります。 

 営業利益に、営業外収益・費用を加減算した経常利益は66百万円となり、売上高経常利益率は、前事業年度

5.2％に対し当事業年度は1.6％と低下しました。 

（特別損益・税引前当期純損失） 

 特別損失として投資有価証券評価損502百万円を計上したことにより税引前当期純損失は436百万円となりまし

た。 

（法人税、住民税及び事業税等） 

 当期は純損失となったことにより法人税調整額を△177百万円計上しました。 

（当期純損失） 

 以上の結果、当期純損失は、277百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度の設備投資の総額は、6,584千円となりました。これは主に、西日本営業所移転に伴う設備の新設、シ

ステムの検証・評価用機器の購入によるものであります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は以下のとおりであります。 

（注）上記の他リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 

建物 工具器具備品 合計 

本社 

（東京都千代田区） 
業務ＯＡ設備等 18,123 11,868 29,991 135 

名称 数量 リース期間 年間リース料（千円） リース契約残高（千円） 

機械及び装置（所有権移転外ファ

イナンス・リース） 
一式 ６年～７年 7,681 26,614 

工具器具備品（所有権移転外ファ

イナンス・リース） 
一式 ３年～５年 47,197 102,563 

ソフトウェア（所有権移転外ファ

イナンス・リース） 
一式 ３年～５年 9,498 36,811 

合計 64,376 165,990 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 216,960 

計 216,960 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 156,800 156,800 ジャスダック証券取引所 － 

計 156,800 156,800 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月23日定時株主総会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 910 885 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,640 3,540 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 168,347 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

168,347 

84,174 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①本新株予約権の行使時にお

いて、当社の取締役、監査

役、従業員いずれかの地位を

有していることを要する。た

だし、任期満了による退任、

定年退職、その他当社取締役

会決議において正当な理由が

あると認めた場合にはこの限

りではない。 

②本新株予約権者の相続人に

よる本新株予約権の行使は認

めない。 

③その他の条件は、平成17年

６月23日開催の当社定時株主

総会決議及び平成18年４月24

日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割

当契約書」に定めるところに

よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当 

発行価格     300,000円 

資本組入額    150,000円 

割当先     日本電気システム建設（株）、（株）クエスト、（株）テラクリエイト他10名 

２．有償第三者割当 

発行価格     300,000円 

資本組入額    150,000円 

割当先     （株）ネットマークス 

３．有償第三者割当 

発行価格     300,000円 

資本組入額    150,000円 

割当先     あおぞらインベストメント一号投資事業有限責任組合、（株）コア 

４．有償第三者割当 

発行価格     300,000円 

資本組入額    150,000円 

割当先     エヌ・ティ・ティ・リース（株）、ナレッジファンド３号投資事業組合 

５．株式分割 

平成16年２月23日開催の取締役会決議により、平成16年３月10日をもって１株を３株に分割いたしました。

６．第１回新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行価格    16,666.60円 

資本組入額     8,334円 

主な行使者   津吹憲男、阿部昭彦 

年月日 
発行済株式総
数増減数（株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年12月21日 

（注）１． 
190 1,840 28,500 111,000 28,500 28,500 

平成15年１月23日 

（注）２． 
80 1,920 12,000 123,000 12,000 40,500 

平成15年３月26日 

（注）３． 
140 2,060 21,000 144,000 21,000 61,500 

平成15年８月１日 

（注）４． 
200 2,260 30,000 174,000 30,000 91,500 

平成16年３月10日 

（注）５． 
4,520 6,780 － 174,000 － 91,500 

平成16年９月30日 

（注）６． 
8,970 15,750 74,755 248,755 75,490 166,990 

平成16年12月20日 

（注）７． 
2,000 17,750 187,000 435,755 315,200 482,190 

平成17年５月20日 

（注）８． 
17,750 35,500 － 435,755 － 482,190 

平成17年12月26日 

（注）９． 
3,700 39,200 746,848 1,182,604 746,848 1,229,039 

平成18年４月１日 

（注）10. 
117,600 156,800 － 1,182,604 － 1,229,039 



７．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格     251,100円 

資本組入額     93,500円 

８．株式分割 

平成17年２月28日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日をもって１株を２株に分割いたしました。

９．有償第三者割当 

発行価格     403,702円 

資本組入額    201,851円 

割当先     （株）ネットマークス  

10. 平成18年２月20日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日をもって１株を４株に分割いたしました。



(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式3,000株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

(6）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか当社所有の自己株式3,000株（1.91％）があります。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） ー  4 11 46 13 1 5,258 5,333 － 

所有株式数

（株） 
ー  1,279 1,202 16,363 7,287 1 130,668 156,800     － 

所有株式数の

割合（％） 
ー  0.82 0.77 10.43 4.65 0.00 83.33 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

津吹 憲男  東京都板橋区 47,424 30.24 

阿部 昭彦 神奈川県横浜市保土ヶ谷区 15,296 9.76 

株式会社ネットマークス 東京都港区元赤坂１丁目3-12 13,240 8.44 

ジェーピー モルガン チェース 

バンク   ３８００８４ 

（常任代理人株式会社みずほコー

ポレート銀行兜町証券決済業務

室） 

125 

LONDON WALL,LONDON,EC2Y 5AJ,UNITED KINGDOM 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

4,430 2.83 

寺田 光弘 千葉県船橋市 4,092 2.61 

桜糀 勲 埼玉県川口市 1,712 1.09 

テリロジー社員持株会 
東京都千代田区九段北１丁目13-５日本地所第

一ビル４F 
1,388 0.89 

横田 秀樹 東京都世田谷区 1,239 0.79 

ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 東京都品川区東品川１丁目39-9 960 0.61 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目9―１号 900 0.57 

新美 竹男 東京都豊島区 768 0.49 

計 － 91,449 58.32 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   3,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 153,800  153,800 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 156,800 ― ― 

総株主の議決権 ― 153,800 ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名ま
たは名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社テリロジー 
東京都千代田区九段

北一丁目13番５号 
3,000 ― 3,000 1.91 

計 ― 3,000 ― 3,000 1.91 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該新株予約権制度は、旧商法

第280条ノ20および第280条ノ21、会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、新株予約権を発行す

る方法によるものであります。 

     当該制度の内容は、次のとおりであります。 

（平成17年６月23日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員に対して無償により

新株予約権を発行することを平成17年６月23日の当社第16回定時株主総会において特別決議されたものでありま

す。 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

 また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により

新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げます。 

 上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとします。 

 さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

 決議年月日 平成17年６月23日 

 付与対象者の区分及び人数（名） 取締役３名、監査役１名及び従業員109名 

 新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

 株式の数（株） 同上 

 新株予約権の行使時の払込金額(円） 同上（注） 

 新株予約権の行使期間 同上 

 新株予約権の行使の条件 同上 

 新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 代用払込みに関する事項  ― 

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額× 
 1 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



（平成18年６月23日定時株主総会決議） 

 会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社の従業員に対して無償によりストックオプショ

ンとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき平成18年６月23日の当社第

17回定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

 また、割当日後に時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げます。 

 上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。 

 さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、その他これらに準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額の調整を行います。

 決議年月日  平成18年６月23日 

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社従業員133名 

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

 株式の数（株）  2,000株を上限とする。 

 新株予約権の行使時の払込金額(円） 45,600（注） 

 新株予約権の行使期間  平成20年７月１日～平成23年６月30日 

 新株予約権の行使の条件 

①本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

②本新株予約権者は、本新株予約権の行使時において当社

の従業員の地位を有していることを要する。ただし、定年

退職、その他当社取締役会決議において正当な理由がある

と認めた場合はこの限りではない。 

③本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認

めない。 

④その他の権利行使の条件については、その後の取締役会

が定めるものとる。 

 新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による本新株予約権の取得については取締役会の決

議による承認を要するものとする。 

 代用払込みに関する事項  ― 

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額× 
 1 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



     （平成19年６月21日定時株主総会決議） 

         会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、以下の要領により、当社の取締役および従業員に対 

    し、ストックオプションとして無償で発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつ

    き平成19年６月21日の当社第18回定時株主総会において特別決議されたものであります。 

     なお、当社の取締役に対する新株予約権付与は、会社法第361条第１項第３号の報酬に該当します。従いまし 

    て、従来の取締役の報酬とは別枠にて取締役に対し報酬等として新株予約権を付与することについても併せて特

    別決議されたものであります。 

（平成19年６月21日定時株主総会決議） 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

 また、割当日後に時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げます。 

 上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。 

 さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、その他これらに準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額の調整を行います。

決議年月日 平成19年６月21日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役および従業員（注１）  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 2,000株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

本新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が

成立していない日を除く）のジャスダック証券取引所に

おける当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額

とし、１円未満の端数は切上げる。ただし、その価額が

本新株予約権発行日の終値（取引が成立していない場合

はその前日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価

額とする。（注） 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年７月１日 

至 平成24年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

①各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

②本新株予約権は、本新株予約権の行使時において当社

の取締役および従業員の地位を有していることを要す

る。 

③本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は

認めない。 

④その他の権利行使の条件は、取締役会が定めるものと

する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による本新株予約権の取得については、取締役会の

決議による承認を要する 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額× 
 1 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年８月21日）での決議状況 

（取得期間 平成18年８月22日～平成18年11月22日） 
3,000 300,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 3,000 280,637,900 

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％）  ― ― 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％）  ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 3,000 － 3,000 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主尊重を経営戦略の重要課題と認識し収益性、安全性の確保に努め、業績に基づいた配当を実施するこ

とにより株主への利益還元に取り組んで行く方針であります。 

    当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ 

  る。」旨を定款に定めております。 

 当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としております。 

 一方、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保も株主各位の利益確保に必要不可欠であると認識

しております。 

 上記の方針ではありますが、当事業年度は有価証券評価損による特別損失が発生し純損失となりましたため無配と

させていただきました。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成16年12月21日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２．※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） － － 
802,000 

※349,000 

953,000 

  ※156,000 
188,000 

最低（円） － － 
509,000 

※280,000 

      303,000 

※135,000 
48,100 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 93,000 88,000 82,400 84,000 79,800 69,900 

最低（円） 77,900 70,000 69,500 71,100 66,000 48,100 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株
式数 
（株） 

代表取締役

社長 

管理部管掌 

 技術本部長 
津吹 憲男 昭和17年９月18日生

昭和40年４月 東京三菱自動車販売㈱入社 

昭和44年９月 高千穂交易㈱入社 

昭和50年12月 住商エレクトロニクス㈱入社 

平成元年７月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成17年10月 （管掌）管理部（現任） 

平成18年10月 技術本部長（現任） 

(注）４ 47,424 

専務取締役 
情報開示担当 

営業本部長 
阿部 昭彦 昭和22年９月５日生

昭和46年４月 高千穂交易㈱入社 

昭和50年12月 住商エレクトロニクス㈱入社 

平成元年８月 当社入社 

平成２年５月 常務取締役就任 

平成13年３月 エンタープライズ営業本部長 

平成14年６月 専務取締役就任（現任） 

平成15年６月 ネットワークソリューション事業本部

長 

平成16年４月 （管掌）営業部門統括、管理部門、公

開プロジェクトチームリーダー、ＩＲ 

平成16年６月 （管掌）管理部 (兼）情報開示担当 

平成18年４月 エンタープライズ営業本部長（兼）情

報開示担当 

平成19年４月 営業本部長（兼）情報開示担当（現

任） 

(注）４ 15,296 

取締役 
経営企画本部長 

 新事業開発部長 
新美 竹男 昭和23年５月20日生

昭和47年４月 伊藤忠データシステムズ㈱入社 

昭和55年10月 ＮＳInternational ＭＰＵマーケティ

ングマネジャー 

昭和56年８月 コンピュータビジョンアジア㈱営業部

長、マーケティング部長 

昭和61年９月 米国インターグラフ社日本法人 

取締役マーケティング本部長 

昭和62年10月 日本レーカルリダック㈱ 

研究開発センター長 

平成３年２月 ㈱テクノコム取締役営業部長 

平成８年６月 当社入社新事業開発室長 

平成16年６月 取締役就任（現任） 

平成19年４月 経営企画本部長（兼）新事業開発部長

（現任） 

(注）４ 768 

取締役   
アンソニー  

ビダル  
昭和34年９月28日生

昭和56年３月 シュランバージウェル社入社 

フィールドエンジニア 

昭和57年７月 スペクトロン開発研究所入社 

研究エンジニア 

昭和58年９月 ウェスティングハウスエレクトリック

社  プロジェクトマネジャー 

平成４年５月 ハドロン社入社 副社長 

平成10年５月 インフォビスタ社入社  

代表取締役社長 

平成13年５月 アルフレッツ社設立  

代表取締役社長（現任） 

平成19年６月 当社取締役就任（現任） 

(注）４ ― 

常勤監査役   高橋 保之 昭和15年６月20日生

昭和41年４月 日本電電公社入社 

昭和63年７月 ＮＴＴデータ通信㈱産業システム事業

部テクノエンジニアリング部長 

平成３年４月 同社産業システム事業本部第三産業シ

ステム事業部第二統括部長 

平成５年４月 東京ＮＴＴデータ通信システムズ㈱代

表取締役専務就任 

平成６年６月 同社監査役就任 

平成14年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

(注）５ ― 

 



（注）１．取締役アンソニービダルは、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役高橋保之及び原島正隆は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。 

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

４．平成19年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

５．平成19年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成18年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株
式数 
（株） 

常勤監査役   山田 雄一 昭和20年３月12日生

昭和43年３月 鹿島建設㈱入社 

平成２年６月 同社企画本部調査部長 

平成11年１月 同社エンジニアリング本部 本部次長 

平成12年12月 同社環境本部本部次長兼企画管理室長 

平成14年７月 同社環境本部副本部長 

平成16年10月 当社入社経営企画室長 

平成18年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

(注）６ 42 

 監査役   原島 正隆  昭和21年５月24日生 

昭和45年４月 住友電気工業㈱入社 

平成９年３月 ㈱ネットマークス 

取締役企画管理部長 

平成16年４月 同社取締役常務執行役員法務部長 

平成16年６月 ㈱ネットマークスサポートアンドサー

ビス取締役 

平成18年６月 ㈱ネットマークスサポートアンド 

サービス監査役（現任） 

㈱ネットマークス監査役（現任） 

当社監査役就任（現任） 

(注）６  ― 

計 65,976 

氏名  生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

近藤 一義 昭和17年７月９日生

 昭和36年４月  野村不動産株式会社入社 

 昭和60年１月  国際証券株式会社入社 

 平成15年７月  国際土地建物株式会社定年退社 

  25 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．コーポレート・ガバナンスと内部管理体制に関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

ア．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスを企業の重要課題であると認識しており、経営の透明性・公正性・迅速な意思

決定の維持向上に努めるべく諸施策に取り組んでまいります。 

イ．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

会社経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

a.経営の意思決定機関である取締役会は月１回の定例取締役会と必要に応じ臨時の取締役会を開催し、機動的且つ迅

速な意思決定を行っております。当期は定例取締役会を12回開催いたしました。 

b.当社は監査役制度採用会社の経営体制を基本とし、常勤監査役は取締役会（月１回の定例取締役会及び臨時取締役

会）・経営会議（毎週1回開催）には全て出席し、さらにその他の社内の重要会議にも出席し、取締役の職務執行

を十分監視できる体制をとっております。また、監査法人との連携を密にし、監査結果の講評時には情報交換・意

見交換を行っております。 

c.社長直属の内部監査担当を２名選任し、年間監査計画に基づき監査を実施しております。また、内部監査の結果に

ついて監査役、監査法人との連携のもと業務の改善、内部統制の効率化及び強化に寄与しております。 

d.当社は、会計監査人においては、会社法第423条第１項の責任について、会計監査人の職務を行うにつき悪意又は

重大な過失があった場合を除き、1,000万円又は当社の会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価

として当社から受け、又は受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得

た額のいずれか高い額をもって、当社に対する損害賠償責任の限度とする責任限定契約を締結しております。 

e.当社と社外取締役、社外監査役との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係は一切ありません。 

f.当社の取締役は９名以内とする旨を定款で定めております。 

g.当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、解任決議は、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定め

ております。 

h.当社は、会社法第165条第２項の規定により同条第１項に定める市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定

款で定めております。これは、機動的な資本政策を行うことを目的とするものであります。 

i.当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項について、株主総会の決議によらず取締役会の決

議により定める旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的としたものであり

ます。また、当社は、上記に掲げる事項を株主総会の決議によっては定めない旨を定款に定めております。これ

は、取締役会の責任を明確化することを目的としたものであります。 

j.重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事項については、顧問弁護士に相談し、必要な検討を行っておりま

す。また、個人情報保護法の施行に先だち、同法に対応すべく内部体制の整備に着手し、ISMS認証を平成17年７月

に取得いたしました。 

２．その他 

ア．会計監査 

 当社は、証券取引法に基づく監査契約をあずさ監査法人と締結しておりますが、同監査法人及び当社監査に従事す

る同監査法人の業務執行社員と当社との間には特別の利害関係はありません。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 公認会計士 渡邉 宣昭 

  指定社員 公認会計士 守谷 徳行  

・監査証明業務に係る監査従事者 

  公認会計士 １名、その他 ５名 

（注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者であります。 

イ．監査報酬の内容 

監査報酬等 公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明業務に基づく報酬 14,000千円 

ウ．役員報酬の内容 

計       71,508千円 

役員報酬等 取締役に支払った報酬 60,600千円 

  監査役に支払った報酬 10,908千円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及

び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受

けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  1,331,682 753,875 

２．受取手形  209,565 17,437 

３．売掛金  1,405,390 3,259,694 

４．商品  50,843 311,647 

５．仕掛品  70 3,798 

６．前渡金  192,650 153,296 

７．前払費用  19,335 25,466 

８．繰延税金資産  32,525 133,089 

９．未収還付法人税等  ― 69,295 

10．その他  194 3,395 

貸倒引当金  △1,727 △1,346 

流動資産合計  3,240,529 70.9 4,729,649 82.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

  (1）建物  25,593 28,323   

   減価償却累計額  4,713 20,879 7,729 20,593 

(2）工具器具備品  22,241 26,095   

減価償却累計額  10,253 11,987 14,200 11,895 

有形固定資産合計  32,867 0.7 32,489 0.6

２．無形固定資産    

(1）ソフトウェア  3,965 3,640 

(2）電話加入権  1,282 1,282 

無形固定資産合計  5,247 0.1 4,922 0.1

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  1,062,413 639,773 

(2）破産更生債権等  1,774 ― 

(3）繰延税金資産  41,103 86,698 

(4）長期性預金  5,000 11,000 

(5）敷金及び保証金  64,891 69,952 

(6）会員権  92,109 96,109 

(7）保険積立金  29,257 32,240 

貸倒引当金  △1,774 ― 

投資その他の資産合計  1,294,775 28.3 935,774 16.4

固定資産合計  1,332,890 29.1 973,186 17.1

資産合計  4,573,420 100.0 5,702,836 100.0 

     
 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 1,001,016 2,820,955 

２．短期借入金 ― 100,000 

３．１年内返済予定長期借
入金 

66,020 17,500 

４．未払金 45,213 33,565 

５．未払費用 18,359 26,784 

６．未払法人税等 66,342 ― 

７．未払消費税等 28,582 ― 

８．前受金 271,732 226,044 

９．預り金 196 9,116 

10．賞与引当金 55,372 84,106 

流動負債合計 1,552,835 33.9 3,318,072 58.2

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 17,500 ― 

固定負債合計 17,500 0.4 ― ―

負債合計 1,570,335 34.3 3,318,072 58.2

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※ 1,182,604 25.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 1,229,039 ―   

資本剰余金合計 1,229,039 26.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 10,000 ―   

２．任意積立金   

(1）別途積立金 105,000 ―   

３．当期未処分利益 515,019 ―   

利益剰余金合計 630,019 13.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

△38,577 △0.8 ― ―

資本合計 3,003,085 65.7 ― ―

負債・資本合計 4,573,420 100.0 ― ― 

    
 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     ― ―   1,182,604 20.7 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   ―     1,229,039     

資本剰余金合計     ― ―   1,229,039 21.6 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   ―     10,000     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   ―     130,000     

繰越利益剰余金   ―     106,024     

利益剰余金合計     ― ―   246,024 4.3 

４．自己株式     ― ―   △280,637 △4.9 

株主資本合計     ― ―   2,377,030 41.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    ― ―   7,733 0.1 

評価・換算差額等合計     ― ―   7,733 0.1 

純資産合計     ― ―   2,384,764 41.8 

負債純資産合計     ― ―   5,702,836 100.0 

               



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．システム売上高 5,717,845 3,444,475   

２．サービス収入 639,956 6,357,801 100.0 776,453 4,220,929 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．システム売上原価 4,537,891 2,578,361   

２．サービス収入原価 440,258 4,978,149 78.3 566,292 3,144,653 74.5

売上総利益 1,379,652 21.7 1,076,276 25.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．広告宣伝費 31,088 10,347   

２．営業支援費 115,404 133,692   

３．役員報酬 84,356 71,508   

４．給与手当 284,009 305,895   

５．賞与 70,760 41,266   

６．賞与引当金繰入額 23,126 40,685   

７．法定福利費 52,699 53,425   

８．福利厚生費 18,028 18,442   

９．交際接待費 22,819 26,788   

10．地代家賃 49,969 50,562   

11．運賃 5,485 7,242   

12．リース料 30,239 48,062   

13．消耗品費 8,194 5,003   

14．通信費 6,287 6,807   

15．旅費交通費 40,445 43,066   

16．水道光熱費 4,794 5,024   

17．支払手数料 97,412 72,294   

18．研修費 2,065 3,616   

19．減価償却費 7,494 4,470   

20．租税公課 13,747 11,513   

21．貸倒引当金繰入額 1,718 ―   

22．その他 26,052 996,204 15.7 37,077 996,794 23.6

営業利益 383,447 6.0 79,481 1.9

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  40 585   

２．有価証券利息  1,811 6,826   

３．受取配当金  1,752 4,062   

４．その他  2,406 6,011 0.1 675 12,150 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  3,280 1,021   

２．為替差損  43,410 8,373   

３．新株発行費償却  8,049 ―   

４．デリバティブ評価損  3,476 15,386   

５．その他  ― 58,217 0.9 847 25,628 0.6

経常利益  331,241 5.2 66,003 1.6

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入益  ― ― ― 381 381 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．投資有価証券売却損  160 ―   

２．会員権売却損  4,161 ―   

３．固定資産除却損 ※ 9,366 ―   

４．商品評価損  5,723 ―   

５．投資有価証券評価損  ― 19,411 0.3 502,652 502,652 11.9

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

 311,830 4.9 △436,268 △10.3

法人税、住民税及び事
業税 

 139,296 3,780   

過年度法人税等  ― 15,410   

法人税等調整額  △4,920 134,376 2.1 △177,943 △158,753 △3.7

当期純利益又は当期純
損失（△） 

 177,453 2.8 △277,514 △6.6

前期繰越利益  337,565 ― 

当期未処分利益  515,019 ― 

     



売上原価明細書 

システム売上原価 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

（原価計算の方法） 

 当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費  286,561 71.6 344,459 70.4

Ⅱ 経費 ※１ 113,732 28.4 144,622 29.6

当期総製造費用  400,293 100.0 489,082 100.0 

期首仕掛品たな卸高  360 70 

計  400,654 489,152 

期末仕掛品たな卸高  70 3,798 

他勘定振替高 ※２ 116,469 133,692 

差引計  284,114 351,661 

期首商品たな卸高  19,618 50,843 

当期商品仕入高  4,286,971 2,487,026 

ソフトウェア償却費  6,852 1,199 

計  4,597,556 2,890,730 

期末商品たな卸高  50,843 311,647 

他勘定振替高 ※３ 8,822 721 

システム売上原価  4,537,891 2,578,361 

項目 前事業年度 当事業年度 

外注費（千円） 21,004 32,264

賃借料（千円） 31,838 32,016

旅費交通費（千円） 14,379 15,276

リース料（千円） 7,560 12,302

項目 前事業年度 当事業年度 

営業支援費（千円） 115,404 133,692

修繕費（千円） 1,065 ―

項目 前事業年度 当事業年度 

商品評価損（千円) 5,723 ―

工具器具備品（千円) 3,099 721



サービス収入原価 

※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

（原価計算の方法） 

 当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費  63,321 14.4 68,991 12.2

Ⅱ 経費 ※ 376,937 85.6 497,300 87.8

サービス収入原価  440,258 100.0 566,292 100.0 

項目 前事業年度 当事業年度 

保守外注費（千円） 311,734 421,436

リース料（千円） 39,430 45,947



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立金

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,182,604 1,229,039 1,229,039 10,000 105,000 515,019 630,019 ― 3,041,663 

事業年度中の変動額                  

別途積立金の積立  （注）         25,000 △25,000 ―   ― 

剰余金の配当    （注）           △74,480 △74,480   △74,480 

役員賞与      （注）           △32,000 △32,000   △32,000 

当期純損失（△）           △277,514 △277,514   △277,514 

自己株式の取得               △280,637 △280,637 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― ― 25,000 △408,994 △383,994 △280,637 △664,632 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,182,604 1,229,039 1,229,039 10,000 130,000 106,024 246,024 △280,637 2,377,030 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

△38,577 △38,577 3,003,085 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立  （注）     ― 

剰余金の配当    （注）     △74,480 

役員賞与      （注）     △32,000 

当期純損失（△）     △277,514 

自己株式の取得     △280,637 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

46,311 46,311 46,311 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

46,311 46,311 △618,321 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

7,733 7,733 2,384,764 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失（△） 

  311,830 △436,268 

減価償却費   20,349 9,287 

賞与引当金の増減額   8,018 28,734 

貸倒引当金の増減額   1,718 △2,155 

受取利息及び受取配当金   △3,605 △11,475 

支払利息   3,280 1,021 

投資有価証券売却損   160 ― 

投資有価証券評価損   ― 502,652 

固定資産除却損   9,366 ― 

デリバティブ評価損   3,476 15,386 

会員権売却損   4,161 ― 

新株発行費償却   8,049 ― 

売上債権の増減額   166,836 △1,660,401 

たな卸資産の増減額   △30,934 △265,253 

仕入債務の増減額   △435,850 1,819,938 

未払消費税等の増減額   △4,401 △28,582 

役員賞与の支払額   △32,000 △32,000 

その他   △68,325 △23,827 

小計   △37,867 △82,943 

利息及び配当金の受取額   3,626 11,253 

利息の支払額   △3,191 △1,106 

法人税等の支払額   △165,249 △144,719 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  △202,682 △217,516 

 



    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

定期預金の預入による支出   △157,079 △286,433 

定期預金の払戻による収入   147,461 208,799 

有形固定資産の取得による
支出 

  △40,116 △2,425 

無形固定資産の取得による
支出 

  △1,136 △2,000 

投資有価証券の取得による
支出 

  △1,160,937 △17,302 

投資有価証券の売却による
収入 

  1,856 ― 

投資有価証券の償還による
収入 

  100,640 ― 

貸付けによる支出   ― △30,000 

貸付けの回収による収入   ― 30,000 

会員権の取得による支出   △44,920 △4,000 

会員権の売却による収入   7,857 ― 

敷金及び保証金の差入によ
る支出 

  △1,156 △5,060 

敷金及び保証金の返還によ
る収入 

  615 ― 

その他   △2,983 △2,983 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △1,149,899 △111,406 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の増減額   △40,000 100,000 

長期借入金の返済による支
出 

  △149,760 △66,020 

株式の発行による収入   1,485,647 ― 

配当金の支払額   △88,265 △73,859 

自己株式の取得による支出   ― △280,637 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  1,207,622 △320,517 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △144,959 △649,440 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  1,351,609 1,206,649 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残
高 

※ 1,206,649 557,209 

      



⑤【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  515,019

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  74,480

２．取締役賞与金  32,000

３．任意積立金  

(1）別途積立金  25,000 131,480

Ⅲ 次期繰越利益  383,539

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

時価のないもの  

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

同左  

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）商品 

同左 

  (2）仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(2）仕掛品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物      15年 

工具器具備品  ４～10年 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、市場販売目的のソフトウェア

については、販売可能な有効期間（３

年以内）に基づく定額法、自社利用の

ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

― 

  

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

― 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ― 

  

(3）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(会計方針の変更) 

当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。ただし、特例処理の要件を

満たす金利スワップについては特例処

理を、振当処理の要件を満たす為替予

約については振当処理を採用しており

ます。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・為替予約取引 

        金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・外貨建金銭債務 

        借入金 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  （3）ヘッジ方針 

 当社の内部規定に基づき、営業活動

及び財務活動における為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジしており

ます。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

  （4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。ただし、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を満たしている

ので決算日における有効性の評価を省

略しております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を当事業年度から適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

―――― 

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、2,384,764

千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部は、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――― （売上高の純額表示に関する会計処理） 

 平成18年３月30日公表「ソフトウェア取引の収益の会計

処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 実

務対応報告第17号）の趣旨に鑑み、従来、総額表示として

いた取引の仲介等に係る収益を当事業年度より仕入高と相

殺のうえ、純額表示にて計上することといたしました。従

来の方法に比べ売上高、売上原価はそれぞれ8,256,722千円

減少いたしましたが損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※ 授権株式数及び発行済株式総数 ―――― 

授権株式数 普通株式   54,240株

発行済株式総数 普通株式   39,200株

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 固定資産除却損の内訳 

  （千円）

車輌運搬具 83 

工具器具備品 9,283 

 計 9,366 

―――― 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加117,600株は、平成18年４月１日付で１株につき４株の割合で実施した株式分

割によるものであります。 

２．普通株式の自己株式数の株式数の増加3,000株は、平成18年８月21日取締役会決議に基づく市場取引による買

受けによるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 39,200 117,600 ― 156,800 

合計 39,200 117,600 ― 156,800 

自己株式        

普通株式 （注）２ ― 3,000 ― 3,000 

合計 ― 3,000 ― 3,000 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 74,480 1,900 平成18年３月31日 平成18年６月26日 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,331,682 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △125,032 

現金及び現金同等物 1,206,649 

  （千円）

現金及び預金勘定 753,875 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △196,666 

現金及び現金同等物 557,209 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

 機械及び装置 9,377 1,136 8,240 

工具器具備品 149,812 58,069 91,742

ソフトウェア 3,840 1,920 1,920

合計 163,029 61,127 101,902

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 34,377 8,255 26,121 

工具器具備品 177,747 78,890 98,857

ソフトウェア 43,590 7,118 36,472

合計 255,714 94,263 161,451

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 41,909千円

１年超 63,495千円

合計 105,404千円

１年内 66,028千円

１年超 99,961千円

合計 165,990千円

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 41,580千円

減価償却費相当額 40,662千円

支払利息相当額 2,907千円

支払リース料 64,376千円

減価償却費相当額 60,550千円

支払利息相当額 4,862千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

――― 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

１年内 3,720千円

１年超 3,720千円

合計 7,440千円

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当事業年度において、投資有価証券502,652千円の減損処理を行っております。 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

３．時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  種類 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 22,145 36,615 14,469 23,671 34,341 10,669 

(2）債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 22,145 36,615 14,469 23,671 34,341 10,669 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 806,652 725,800 △80,852 304,000 304,000 ― 

(2）債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 100,764 97,287 △3,476 100,764 81,900 △18,863 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 907,416 823,087 △84,328 404,764 385,900 △18,863 

合計 929,562 859,702 △69,859 428,435 420,242 △8,193 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 売却額（千円） 1,856 ― 

 売却益の合計額（千円） ― ― 

 売却損の合計額（千円） 160 ― 

  

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 202,710 219,531 



４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

種類 

前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券                 

(1）国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― 

(2）社債 ― 100,764 ― ― ― 100,764 ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

２．その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

合計 ― 100,764 ― ― ― 100,764 ― ― 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

（１）取引の内容及び利用目的 

当社が利用しているデリバティブ取引は、通貨関連

では為替予約取引、金利関連では金利スワップ取

引、投資関連では複合金融商品（他社株転換社債）

であります。デリバティブ取引は、通貨関連及び金

利関連では営業活動及び財務活動における為替変動

リスク及び金利変動リスクを回避することを目的と

し、投資関連では運用収益を獲得する目的で利用し

ております。 

（１）取引の内容及び利用目的 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップに

ついては特例処理を、振当処理の要件を満たす為

替予約については振当処理を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・為替予約取引、金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・外貨建金銭債務、借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

当社の内部規定に基づき、営業活動及び財務活動

における為替変動リスク及び金利変動リスクをヘ

ッジしております。 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断して

おります。ただし、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているので決算日における

有効性の評価を省略しております。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

（２）取引に関する取組方針 

将来の為替、金利の変動によるリスク回避、運用収

益の獲得を目的として行っており、投機目的のため

の取引は行わない方針です。 

（２）取引に関する取組方針 

同左 

（３）取引に係るリスクの内容 

為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを、

また、複合金融商品は株式市場価格の変動によるリ

スクを有しております。 

なお、当社の取引相手先は、信用度の高い大手金融

機関であるため相手先の契約不履行による信用リス

クは、ほとんどないと判断しております。 

（３）取引に係るリスクの内容 

同左 

（４）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資

金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。 

（４）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

   複合金融商品関連 

 （注）１ 前事業年度 

① 時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

② 組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時価評価し、評価差額

を損益に計上しております。 

③ 契約額等には、当該複合金融商品（他社株転換社債）の額面金額を記載しております。 

    ２ 当事業年度 

① 時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

② 組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時価評価し、評価差額

を損益に計上しております。 

③ 契約額等には、当該複合金融商品（他社株転換社債）の額面金額を記載しております。 

（退職給付関係） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 退職給付制度を設けておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、当期より確定拠出年金制度を採用しております。 

２．退職給付費用に関する事項 

区分 種類 

前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引 

以外の取引 
他社株転換社債 100,764 100,764 97,287 △3,476 100,764 100,764 81,900 △18,863 

合計 100,764 100,764 97,287 △3,476 100,764 100,764 81,900 △18,863 

  （単位：千円）

確定拠出年金への掛金支払額 11,843

退職給付費用 11,843



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役 ３名 

当社監査役 １名 

当社従業員 109名 

ストック・オプション数 （注） 普通株式 4,000株 

付与日 平成18年４月24日 

権利確定条件 

付与日（平成18年４月24

日）から権利確定日（平成

19年６月30日）まで継続し

て勤務していること 

対象勤務期間 
平成18年４月24日 

～平成19年６月30日 

権利行使期間 
平成19年７月１日 

～平成22年６月30日 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前事業年度末 ― 

付与 4,000 

失効 360 

権利確定 ― 

未確定残 3,640 

権利確定後      （株）   

前事業年度末 ― 

権利確定 ― 

権利行使 ― 

失効 ― 

未行使残 ― 



② 単価情報 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 168,347 

行使時平均株価     （円） ― 

公正な評価単価（付与日）（円） ― 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

       税引前当期純損失を計上しているため当事業年度につきましては記載を省略しております。 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（平成18年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産       

未払事業税否認 6,841   2,214 

貸倒引当金繰入額否認 703   548 

賞与引当金繰入額否認 24,980   38,004 

減価償却限度超過額 2,193   3,929 

投資有価証券評価損否認 4,771   12,448 

会員権評価損否認 7,660   4,815 

その他有価証券評価差額金  26,477   － 

繰越欠損金 －   167,907 

繰延税金資産小計 73,629   229,866 

評価性引当金 －   △4,771 

繰延税金資産計 73,629   225,095 

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金 －   5,307 

繰延税金負債計 －   5,307 

繰延税金資産の純額 73,629   219,787 

  （単位：％）

  
前事業年度 

（平成18年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

法定実効税率 40.7   － 

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
3.0   － 

受取配当等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.1   － 

住民税均等割 0.2   － 

その他 △0.7   － 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
43.1   － 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 75,793.00円

１株当たり当期純利益金額 3,987.98円

１株当たり純資産額 15,505.62円

１株当たり当期純損失金額 1,787.20円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。 

 当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の

株式分割をしております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当社株式が上場した平成16年12月21日以前にお

いて新株引受権の残高はありましたが、当社株式は非上

場・非登録であったため、相当する期中平均株価が把握

できませんので記載しておりません。 

１株当たり純資産額 41,390.66円

１株当たり当期純利益金額 9,078.17円

 当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき４株の

株式分割をしております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 18,948.25円

１株当たり当期純利益金額 996.99円

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（千円） 177,453 △277,514 

普通株主に帰属しない金額（千円） 32,000 ― 

（うち利益処分による役員賞与金） (32,000) (―) 

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（千円） 
145,453 △277,514 

期中平均株式数（株） 36,473 155,279 



（重要な後発事象） 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 １．平成18年２月20日開催の取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行しております。 

  （１）平成18年４月１日付をもって普通株式１株を４株に分割する。 

    ①分割により増加する株式数 普通株式     117,600株 

    ②分割方法         平成18年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主 

                  の所有普通株式数１株につき４株の割合をもって分割する。 

  （２）配当起算日           平成18年４月１日 

      前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおりで

    あります。 

２．平成17年６月23日開催の第16回定時株主総会において承認されましたストックオプションとして新株予約権を発行

する件について、平成18年４月24日開催の取締役会において具体的な発行内容を決議いたしました。 

   新株予約権の発行内容 

   ①新株予約権の発行日                               平成18年４月24日 

   ②新株予約権の発行数                                    1,000個 

   ③新株予約権の発行価額                                    無償 

   ④新株予約権の目的たる株式の種類及び数                    当社普通株式 4,000株 

   ⑤新株予約権の行使に際しての払込金額                      １株につき168,347円 

   ⑥新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総額                 673,388,000円 

   ⑦新株予約権の行使期間                                    平成19年７月１日から平成22年６月30日 

   ⑧新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価額のうち資本に組入れない額     336,692,000円 

                                                      （１株につき84,173円） 

   ⑨新株予約権の割当対象者数                                   当社の取締役、監査役及び従業員113名 

３． 当社は、平成18年６月23日開催の第17回定時株主総会において、会社法第236条、第238条および第239条の規定に

基づき、当社の従業員に対して特に有利な価額をもって新株予約権を発行することを決議いたしました。 

 その内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （７）ストックオプション制度の内容」に記載のと

おりであります。 

 当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．平成18年６月23日開催の第17回定時株主総会において承認されましたストックオプションとして新株予約権を発行

する件について、平成19年６月５日開催の取締役会において具体的な発行内容を決議いたしました。 

   新株予約権の発行内容 

   ①新株予約権の発行日                               平成19年６月６日 

   ②新株予約権の発行数                                    1,000個 

   ③新株予約権の発行価額                                    無償 

   ④新株予約権の目的たる株式の種類及び数                    当社普通株式 1,000株 

   ⑤新株予約権の行使に際しての払込金額                       １株につき45,600円 

   ⑥新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総額                 45,600,000円 

   ⑦新株予約権の行使期間                                    平成20年７月１日から平成23年６月30日 

   ⑧新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価額のうち資本に組入れない額     22,800,000円 

                                                      （１株につき22,800円） 

   ⑨新株予約権の割当対象者数                                            当社の従業員133名 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 10,347.67円

１株当たり当期純利益金額 2,269.54円

１株当たり純資産額 18,948.25円

１株当たり当期純利益金額 996.99円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、当社株式が上場した平成16年12月21日以前にお
いて新株引受権の残高はありましたが、当社株式は非上
場・非登録であったため、相当する期中平均株価が把握
できませんので記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 



２． 当社は、平成19年６月21日開催の第18回定時株主総会において、会社法第236条、第238条および第239条の規定に

基づき、当社の取締役および従業員に対して特に有利な価額をもって新株予約権を発行することを決議いたしまし

た。 

 その内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （８）ストックオプション制度の内容」に記載のと

おりであります。 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【有形固定資産等明細表】 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱ネットマークス 3,800 304,000 

GLIMMERGLASS NETWORKS,INC.（優先株

式） 
2,402,391 134,104 

㈱みずほフィナンシャルグループ（優先

株式） 
50 50,000 

ANAGRAN,INC. 246,507 35,426 

㈱クエスト 18,733 19,501 

昭和情報機器㈱ 39,157 14,840 

その他１銘柄 6 0 

計 2,710,644 557,872 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

種類及び銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

期限前償還条項付他社株転換社債 100,764 81,900 

計 100,764 81,900 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額また
は償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 25,593 2,730 － 28,323 7,729 3,016 20,593 

工具器具備品 22,241 3,854 － 26,095 14,200 3,946 11,895 

有形固定資産計 47,834 6,584 － 54,418 21,929 6,962 32,489 

無形固定資産               

ソフトウェア 26,433 2,000 21,556 6,877 3,236 2,324 3,640 

電話加入権 1,282 － － 1,282 － － 1,282 

無形固定資産計 27,715 2,000 21,556 8,159 3,236 2,324 4,922 



【社債明細表】 

    該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 100,000 1.16 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 66,020 17,500 1.95 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 17,500 － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 83,520 117,500 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 3,502 1,346 1,774 1,727 1,346 

賞与引当金 55,372 84,106 55,372 － 84,106 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 980 

預金   

普通預金 556,227 

定期預金 196,666 

郵便振替口座 2 

小計 752,895 

合計 753,875 

相手先 金額（千円） 

NECインフロンティア㈱ 8,968 

㈱アルメックス 6,187 

JMCエデュケーションズ㈱ 1,858 

ディーアイエスソリューション㈱ 422 

合計 17,437 

期日別 金額（千円） 

平成19年４月 9,292 

５月 6,339 

６月 1,804 

合計 17,437 



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）１．当期発生高には消費税等が含まれております。 

２．当期発生高には、損益計算上外部からの仕入高と相殺した売上金額および消費税が含まれております。 

④ 商品 

⑤ 仕掛品 

相手先 金額（千円） 

㈱ベストソリューションズ 1,952,067 

昭和情報機器㈱ 145,217 

㈱フロンティアドメイン 141,426 

日本電気㈱ 137,645 

NECネッツエスアイ㈱ 116,220 

その他 767,117 

合計 3,259,694 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

1,405,390 13,101,534 11,247,230 3,259,694 77.5 65.0 

品名 金額（千円） 

ネットワーク機器等 311,647 

合計 311,647 

品名 金額（千円） 

ネットワーク構築サービス等 3,798 

合計 3,798 



⑥ 買掛金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

AT&Tグローバルサービス㈱ 2,083,328 

Anagran，Inc． 125,443 

CosmoComInc 93,199 

日通システム㈱ 80,010 

NECネッツエスアイ㈱ 64,301 

その他 374,672 

合計 2,820,955 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 決算期の翌日から３カ月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日 ３月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所   

株主名簿管理人 ― 

取次所   

買取手数料   

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第17期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日関東財務局長に提出 

（２）半期報告書 

第18期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 

（３）臨時報告書 

平成18年４月24日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。 

（４）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年８月21日 至 平成18年８月31日）平成18年９月12日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月４日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月４日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月23日

株式会社テリロジー    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 守谷 徳行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社テリロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

テリロジーの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年６月23日開催の第16回定時株主総会で承認されたストックオ

プションとしての新株予約権の発行について、平成18年４月24日開催の取締役会において具体的内容を決議し、新株予約

権を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月21日

株式会社テリロジー    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 守谷 徳行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社テリロジーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

テリロジーの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月23日開催の第17回定時株主総会で承認されたストックオ

プションとしての新株予約権の発行について、平成19年６月５日開催の取締役会において具体的内容を決議し、新株予約

権を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の推移
	(5）所有者別状況
	(6）大株主の状況
	(7）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1）株主総会決議による取得の状況
	(2）取締役会決議による取得の状況
	(3）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	⑤利益処分計算書
	関連当事者との取引
	⑥附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他

	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/71
	pageform2: 2/71
	form1: EDINET提出書類  2007/06/21 提出
	form2: 株式会社テリロジー(401587)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/71
	pageform4: 4/71
	pageform5: 5/71
	pageform6: 6/71
	pageform7: 7/71
	pageform8: 8/71
	pageform9: 9/71
	pageform10: 10/71
	pageform11: 11/71
	pageform12: 12/71
	pageform13: 13/71
	pageform14: 14/71
	pageform15: 15/71
	pageform16: 16/71
	pageform17: 17/71
	pageform18: 18/71
	pageform19: 19/71
	pageform20: 20/71
	pageform21: 21/71
	pageform22: 22/71
	pageform23: 23/71
	pageform24: 24/71
	pageform25: 25/71
	pageform26: 26/71
	pageform27: 27/71
	pageform28: 28/71
	pageform29: 29/71
	pageform30: 30/71
	pageform31: 31/71
	pageform32: 32/71
	pageform33: 33/71
	pageform34: 34/71
	pageform35: 35/71
	pageform36: 36/71
	pageform37: 37/71
	pageform38: 38/71
	pageform39: 39/71
	pageform40: 40/71
	pageform41: 41/71
	pageform42: 42/71
	pageform43: 43/71
	pageform44: 44/71
	pageform45: 45/71
	pageform46: 46/71
	pageform47: 47/71
	pageform48: 48/71
	pageform49: 49/71
	pageform50: 50/71
	pageform51: 51/71
	pageform52: 52/71
	pageform53: 53/71
	pageform54: 54/71
	pageform55: 55/71
	pageform56: 56/71
	pageform57: 57/71
	pageform58: 58/71
	pageform59: 59/71
	pageform60: 60/71
	pageform61: 61/71
	pageform62: 62/71
	pageform63: 63/71
	pageform64: 64/71
	pageform65: 65/71
	pageform66: 66/71
	pageform67: 67/71
	pageform68: 68/71
	pageform69: 69/71
	pageform70: 70/71
	pageform71: 71/71


